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物品売買契約条項

（総則）

第1条甲及び乙は、契約書記載の物品売買契約に関し、契約書及びこの契

約条項に基づき、乙は甲の示した仕様書、図面又は見本（以下「仕様書等」

という。）に定める契約物品（役務対象物品を含み、ソフトウェアその他

の電子計算機情報を含む。以下同じ。）を、納入期限（以下「納期」とい

う。）までに甲の指定する納入場所において甲に引渡し、甲は、乙にその

代金を支払うものとする。

（権利義務の譲渡の禁止）

第2条乙は、甲の書面による承諾を得た場合を除き、この契約の履行を他

に委任し、この契約によって生ずる権利を第三者に譲渡し、又は担保に供

してはならない。

（仕様書等の疑義）

第3条乙は、仕様書等に疑義がある場合には、速やかに甲に通知し、その

指示を受けなければならない。

（輸送費等）

第4条納入場所までの輸送（こん包を含む。）に必要な費用は、代金に含

まれるものとする。

（契約の変更）

第5条甲は、契約物品の納入が完了するまでの間において必要がある場合

には、納期、納入場所、契約数量及び仕様書の内容その他乙の義務に関し

この契約の定めるところを変更するため、乙と協議することができる。

2 甲は、前項の規定により契約に定めるところを変更したときには、乙と

協議の上、契約金額を変更することができる。

3 前項の規定により契約金額を変更する場合には、乙は、見積書を作成し、

速やかに甲に提出しなければならない。

4 乙は、この契約により甲のなすべき行為が遅延した場合において必要が

あるときには、納期を変更するため甲と協議することができる。

（事情の変更）

第6条甲及び乙は、この契約の締結後、経済情勢の変動、天災地変、法令

の制定又は改廃その他の著しい事情の変更により、この契約に定めるとこ
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